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通信放送衛星システムの利用動向
　緊急・災害時の情報伝達ルートの確保や長距離・広範囲・１対多の通信・放送を担う
衛星システムは、静止軌道を利用する実用的な宇宙開発の代表的な成果である。現時点
における通信放送衛星システムの主な役割は、①災害発生に伴う通信途絶時の代替通信
手段、②地上インフラ未整備の離島や僻地での主たる通信手段、③救急活動やニュース
収集など機動性が求められる現場での活用、④航空機や船舶などの移動体との通信、な
どである。
　既に技術が成熟したとも思われる衛星通信技術であるが、地上の光ファイバー網や海底
ケーブルなどの通信放送システムと融合させてユビキタスネットワークを構築するため
に、現在では必須のインフラであり、この面においては今後の研究開発が期待されている。
第３期科学技術基本計画においても、「通信放送衛星システム」はフロンティア分野の重
要な研究開発課題の１つとされ、2007 年度の「超高速インターネット衛星（W
ウ イ ン ズ
INDS）」、
2006 年度の「技術試験衛星Ⅷ型（ETS－衄
エイト
）」及び「高度衛星通信技術に関する研究開発」
の 3項目について、研究開発目標及び成果目標が定められている。中長期的には、これ
らの研究成果を発展させ、小型・軽量化や低コスト化・大容量化を図り、最終的に地上
のシステムと共通プラットフォーム化して、ユビキタス社会構築に貢献していくと予想
される。光通信の時代の後に、大きな変化として、最も安全な通信方式であるといわれ
ている量子通信へと移行する時代が来る可能性がある。欧州や中国では衛星‐地上間の
量子暗号通信実験が既に計画されている。
　本稿では今後の通信放送衛星システム利用及び技術開発の現状を概観し、今後のある
べき姿に関して、以下の提言を行う。
盧災害･緊急時のための衛星通信の利用
　宇宙インフラは、地上インフラの弱点である災害時の脆弱性を補うものである。特に、
安全･安心の確保の観点から、「災害･危機管理に関する情報を国民に即時に周知できる衛
星」を我が国の重要なインフラとして整備すべきである。
盪利便性を向上させる定常的な通信放送衛星システム
　より利便性の高い移動体通信やユビキタスなインターネット接続環境などを実現する
上で、ETS－ⅧやWINDSが実証する機能を継続的に利用できるようにする必要がある。
我が国の国益や安全保障のために必要な衛星について、我が国が開発した機器を搭載し
た衛星が国際調達手続を経て合理的に選定されるように、衛星技術開発・製造・運用体
制を整えるべきである。
蘯衛星通信技術を土台とした将来技術の研究促進
　第３期科学技術基本計画における通信放送衛星システムの目標を実現した後、我が国
は衛星通信技術の領域における技術開発の方向性を考える必要がある。大容量化や高精
度化などの改良技術だけでなく、我が国が培ってきた衛星通信技術を土台として、長距
離の宇宙量子通信の研究を促進することも一つの方向性であると考える。
科学技術動向
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　「通信放送衛星システム」は第3
期科学技術基本計画におけるフロ
ンティア分野の重要な研究開発課
題の１つである１）。安全・安心の
確保や長距離・広範囲の通信放送
を担う衛星システムは、実用的な
宇宙開発の代表的な成果であり、
地上の光ファイバー網や海底ケー
ブルなどの通信システムと融合さ
せてユビキタスネットワークを構
築するために、現在では必須のイ
ンフラとなっている。衛星通信の
メリットとしては、地上での災害
発生に伴う通信途絶時に代替の通
信手段として利用できること、地
上インフラが未整備の離島や僻地
などにも遍く電波が届くこと、テ
レビ報道や救急活動のように機動
性が求められる現場で即時に活用
できること、航空機や船舶など地
上ネットワークと直接通信できな
い移動体での利用などが挙げられ
る。地上の通信放送インフラと宇
宙の通信放送衛星システムは、現
在では単なる競合関係ではなく、
互いに補いながら役割分担する段
階になってきている。
　一方、科学技術の発展の観点
から見ると、静止衛星を用いた
通信放送システムは、既に商業的
に衛星の製造や運用が行われてお
り、技術的に成熟していて、もは
や新たな技術開発の余地はあまり
ないという意見がよく聞かれる。
それに対して「まだ衛星通信技術
は成熟していない」という見方も
ある２）。C宇宙航空研究開発機
構（JAXA）が作成した通信放送
衛星の技術ロードマップにおいて
は、第３期科学技術基本計画で実
施される新しい通信機能を実証し
た後、2020年頃まで衛星通信技術
の高度化を進めて、インターネッ
ト・プロトコル（IP）に基づく共
通化プラットフォームの構築、す
なわち電話やテレビ放送を含めて
インターネットへ融合化してゆく
ことや、21GHz帯利用による衛星
テレビ放送の高度化などの技術進
歩が想定されている。さらにその
後のイノベーションとして、電磁
波による通信から光量子通信へ置
き換わる時代が来ると考えられて
おり３）、欧州や中国では数年のう
ちに有人宇宙船と地上の間で量子
暗号通信実験を行うことを計画し
ている。
　本稿では、現時点における通信
放送衛星システムの利用面での有
効性と、第３期科学技術基本計画
期間（2010 年度まで）に開発・実
証される通信放送衛星システムを
活用して安全・安心の確保や利
用者の利便性を向上させようと
する我が国の政策について概要
を紹介する。また、欧州や中国
において、今後数年のうちに地
球規模の長距離での量子暗号通信
実験を有人宇宙船と地上の間で行
う計画があることから、萌芽期に
ある宇宙量子通信の研究動向につ
いても述べる。
2   利用面から見た通信放送衛星システムの有効性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
基本的な通信放送における
衛星利用
　我が国では、商業的な静止通信
放送衛星として、日本電信電話譁
（NTT）の「N－STAR」（2000 年以
降、ジェイサット譁に委譲）、譁
放送衛星システムの「B－SAT」、
ジェイサット譁の「JCSAT」４）、
譁宇宙通信（SCC）の「スーパー
バード」５）などが定常的に運用さ
れており、緊急情報の伝達・テレ
ビ番組配信・通信教育・シンポジ
ウムやイベントでの双方向の通信
利用など、基本的な情報通信のニ
ーズに合致した衛星通信利用が拡
大してきている。衛星利用のメ
リットは１対１の２点間通信よ
りも、直接放送や１対多の通信
において発揮され、通信放送衛星
を利用した民間の多チャンネル放
送がジェイサット社などの衛星通
信事業者の収益源となっている。
これらの通信放送衛星は、我が国
が 1990 年に米国から要求された
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由して都道府県庁･市町村役場に
地震･津波・火山噴火・気象・武
力攻撃などの警報を即時に伝達
する全国瞬時警報システム（J－
Alert）６）が 2004 年から一部地域
で稼動し始め、今後受信範囲が拡
大していくと予想される。地震・
火災・落雷･出水などの自然災害
やテロなどの人災により、地上の
通信ケーブルが損傷するような事
態はいつでも起こりうるものと考
えて、衛星通信を中核的な通信路
とするシステムを整備していくこ
とが重要な課題である。
　また、災害･危機管理に関する
情報を国民に即時に周知できる衛
星を我が国の重要なインフラとし
て整備すべきである。このような
衛星の必要性については、2005年
３月に JAXAが発表した長期ビ
ジョン７）の中で述べられている。
盪被災現場での通信利用
　被災地での通信インフラの確保
はライフラインの中でも優先度の
高いものである。2006年５月にイ
ンドネシアで発生した地震では、
日本から陸上自衛隊や日本赤十字
社、NPOなどが救援に赴き、被
災地での救助活動で大いに貢献し
た。このような救援隊が必要とす
る通信手段の主力は、現地の地上
での通信設備ではなく、米国のイ
リジウム衛星用の携帯端末８）であ
った。現地の通信路はトラフィッ
クの輻輳で全くといっていいほど
利用できない状況であったが、イ
リジウム衛星経由の通信により
円滑な救助作業を行うことができ
た。イリジウムは低高度で周回す
る衛星であり、66個の衛星で全世
界をカバーしている。中近東から
アフリカにかけては、アラブ首長
国連邦（UAE）の企業が運営する
スラーヤ衛星の携帯端末９）が利用
されている。我が国はこのような
被災時の通信インフラ確保に関し
て立ち遅れている面がある。
蘯緊急用ヘリコプターの通信支援
　我が国は航空機全体に占めるヘ
リコプターの割合が非常に高く、
世界でも有数のヘリコプター大国
である。このうち、災害救助用ヘ
リコプターは、大規模な地震や地
すべり等の発生時に有効な災害対
応手段となることが広く認識され
ている。しかし、地上の任意の
場所との通信回線を持たないヘ
リコプターは、取得した写真や
ビデオ画像等を単独では伝送す
ることができず、通信中継のた
めに地上側の支援が必要である。
例えば防災ヘリコプターが基地局
から通信可能な距離を越える現場
へ向うときは、情報収集車（ヘリ
テレ受信車）10）が防災ヘリコプタ
ーを追尾し、通信を中継する。し
かし、災害発生時には、自動車が
道路の寸断などで追走できない場
合も生じる。
　一方、救急医療用ヘリコプタ
ー（ドクター・ヘリ）は、我が国
では 2006年 10月現在、９道県 10
箇所の病院や救急救命センターに
配備され、多くの救命実績を上げ
ている。しかし、救急医療用ヘリ
コプターに関しては米国や欧州諸
国と比べて絶対数が少なく、立ち
遅れていると指摘されている。救
急医療用ヘリコプターには救急専
用の医療機器を装備し、消防機関
スーパー 301 条注１）に合意して以
来、国際調達されるようになった。
　我が国では、これまでに米国製
の衛星が欧米の打上げロケットに
より 30機以上打ち上げられてい
る。2006年８月には米国のロッキ
ード・マーチン社が製造したジェ
イサット社の「JCSAT－10」が
欧州のアリアン５ロケットで打ち
上げられた。2009年打上げ予定の
宇宙通信の「スーパーバード－７」
は我が国の衛星製造企業（三菱
電機譁）が受注した。
　全世界の通信放送衛星市場は年
間 3,000 億円程度である。近年、
地上の通信インフラ整備が立ち遅
れている南米やアフリカなどの開
発途上国では、自国の通信インフ
ラ整備のために欧米や中国の企業
が製造した通信放送衛星を相次い
で導入しようとしている。このこ
とは、人口密度の低い地域での情
報通信において、通信放送衛星シ
ステムの優位性が高いことを示し
ている。我が国にも、まだ山間部
などには人口密度の低い地域があ
り、通信放送衛星システムを積極
的に利用することで、地上システ
ムよりも効率よくデジタルデバイ
ドを解消することができると考え
られる。
２‐２
災害・緊急時における
衛星通信の利用
　災害に強いロバストな通信系
を構築するためには、地上の通信
インフラが全く利用できない事態
まで想定した対応策を準備するこ
とが必要であり、そのような応用
研究及び製品化も着実に進んでい
る。以下に衛星経由での通信の利
用形態の例をいくつか示す。
盧緊急時の瞬時警報システム及び
　一斉同報システム
　気象庁や内閣官房などから商業
通信衛星（スーパーバード）を経
注1　スーパー301条：スーパー301条とは、米国包括通商・競争力強化法（1988
年）に盛り込まれている対外制裁条項の１つで、通商法301条を強化し、不公正な
貿易慣行や障壁を有すると疑われる国に対して、米国通商代表部（USTR）が交渉し
ても改められない場合に、その国に対して報復措置をとるという条項である。我が国
では、政府機関が調達する通信放送衛星に関して国際調達を行うことが求められ、そ
の後の我が国の静止通信放送衛星はすべて米国製が選定された。
■用語説明■
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等からの出動要請に基づき、救急
医療の専門医師や看護師が搭乗し
て、現場での救急医療や病院への
搬送を行う。これらの緊急用のヘ
リコプターの運航上、地上との通
信用周波数の確保が１つの課題と
なっている。このような緊急用ヘ
リコプターの運用について、周波
数帯域が広い衛星通信で中継する
ことが適切である。ヘリコプター
は上部に巨大な回転翼（ロータ）
を持つため、高速回転の隙間を
縫って衛星と通信できるようなロ
ータ回転角と同期する通信システ
ムが必要になる。現在はアクティ
ブ・フェーズドアレイ・アンテナ
（APAA）を機体両側に搭載して、
静止衛星との通信に試験的に成功
したところである。
２‐３
移動体における衛星通信
盧航空機及び船舶での通信利用
　航空機や船舶のような移動体で
は、通信衛星を経由する通信技術
や運用体制が整ってきている。
　最近の旅客機では、機体上部に
レドームを設け、360 度回転可能
なアンテナで常時衛星通信を利用
できるようになってきた。Kuバ
ンドを使用する衛星通信では降雨
時の電波の減衰が非常に大きい場
合があるが、高高度を飛行する旅
客機では気象の影響を受けること
なく、衛星の可視範囲で品質の良
い電波を受信することができる。
　船舶も航空機と同様に、地上
の回線を利用できない移動体で
あり、見通し範囲に陸地がないよ
うな海域では、過去の短波無線通
信に代わり、衛星通信が主たる通
信手段になってきた。利用される
衛星はＬバンドを使用するインマ
ルサット衛星が主流であり、比較
的低コストのアンテナが多くの船
舶に設置されている。インマルサ
ット衛星は、現在最高通信速度が
432kbps と低速であるため、より
高速な通信が可能となるKuバン
ドを使用した衛星通信サービス 11）
が開始されている。
盪衛星経由のテレビ中継
　良質な映像コンテンツを追求
するテレビ映像制作部門では、事
件や事故の現場の取材のために機
材の迅速な展開と確実な画像送信
を必要としており、テレビ中継車
の技術が近年格段に進歩した。撮
影態勢立上げの迅速化、ハイビジ
ョンカメラによる画像の高品質化
への対応、より充実した内容の番
組の提供などの要求を満たすた
め、衛星中継によるニュース収
集（SNG）システムが開発された。
衛星中継ではアンテナの方向調整
など通信路の確立に一定の時間を
要するが、進歩したアンテナ技術
を活用した移動体 SNG中継車で
は、現場へ移動中に衛星との通信
路を確立できるようになり、現場
到着から中継開始までの時間的ロ
スを大幅に低減した。また、移動
体 SNG車載局では、従来の静置
型中継に対し、走行中でも中継が
可能になり、マラソン中継などに
も利用可能となっている。さらに、
衛星通信機器が小型化したことに
より、SNG車内で映像編集を行う
機器の搭載も可能となり、車体の
小型化で駐車スペースの確保が容
易になるなど、急速に新技術が盛
り込まれてテレビ中継車は洗練さ
れた仕様になってきている。今後、
準天頂軌道の通信衛星が利用でき
るようになれば、駐車位置の自在
性の向上やアンテナの一層の簡素
化・低コスト化及び装置の小型化
などの改善が可能になる。
　通信で使われる電波も光も電磁波の１種であり、波長×周波数＝光速（約
300,000km/s）となる。電波は光に比べると波長はかなり長い。波長がおよ
そ1cmから1mの電波は、マイクロ波とも呼ばれ、さらに細かく周波数で区
分して、Ｌバンド、Ｃバンドなどと呼ばれる。Ｋバンドはさらに周波数の高い
方をKaバンド、低い方をKuバンドと区分している。各家庭にテレビ番組を
配信する直接放送衛星はKuバンドを使用している。
電磁波の周波数と波長の関係
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　第３期科学技術基本計画の中で
は、「超高速インターネット衛星
（W
ウ イ ン ズ
INDS）」、「技術試験衛星Ⅷ型
（ETS－衄
エイト
）」及びこれらの衛星の
実現・実証を前提とした「高度衛
星通信技術に関する研究開発」の
３項目について、研究開発目標及
び成果目標が定められている。
３‐１
技術試験衛星Ⅷ型
（ETS－Ⅷ）
　JAXAは携帯端末と衛星間の直
接通信ができる衛星通信技術を実
証するため、2006 年度に技術試
験衛星Ⅷ型（ETS－Ⅷ）12）の打上
げを予定している。衛星バス、大
型展開アンテナ及び高精度時刻基
準装置の開発は JAXAが担当し、
主要な通信機器の開発はC情報
通信研究機構（NICT）並びに日
本電信電話譁（NTT）が担当する。
　ETS－Ⅷは、図表１に示すよう
に、19m× 17mの巨大なアンテ
ナを２つ展開し、Ｓバンドで移動
体との高速通信を目指す。地上側
では、これまでの衛星通信用地球
局の大きさが格段に小さくなり、
携帯電話よりやや大きい程度に
なる。この衛星は、静止軌道上の
重量が３トン級であり、我が国の
静止衛星としては最大になる。衛
星の大きさは、太陽電池展開方向
が40m、アンテナ展開方向も 40m
である。衛星の要素技術としては
大型展開アンテナの開発が最も困
難であり、予備的な展開実験を行
うために、アリアンロケット第２
段に部分モデルを搭載して展開実
験を行っている。１回目の実験は
展開に失敗したが、2006 年 10 月
14 日にアリアン５ECA型ロケッ
トにより２回目の展開試験用ペイ
ロード（LDREX－２）が打ち上
げられた。衛星通信技術の実験と
しては、フェーズドアレイアンテ
ナにより指向方向を自由に設定で
き、マルチビームを用いて携帯型
の電話及び高速パケット交換の実
証を行う。スラーヤ衛星で既に実
現されているような、静止衛星と
携帯電話の間で直接通信ができる
ようになれば、新しい衛星通信技
術の実証という目標を達成したと
いえる。また高精度時刻基準装置
により時刻情報を発信し、GPSの
測位実験も行う予定である。日本
版GPSの実現に向けての１つの
ステップである。
３‐２
超高速インターネット衛星
（WINDS）
　JAXAは 2007 年度に超高速イ
ンターネット衛星（WINDS）13）の
打上げを予定している。WINDS
は図表２に示すような外観で、技
術的な特徴としては、①アクテ
ィブフェーズドアレイアンテナ
（APAA）による指向方向の自在
な制御、②衛星搭載のスイッチン
グルータ（155Mbps×３チャンネ
ル）による高速情報交換、③出力
可変のKaバンド通信による天候
に応じた出力制御、④ユーザ間を
１ホップで接続可能とするメッシ
ュ型ネットワーク、などがある。
　WINDS で利用できる通信速
度は、地上のアンテナ設備によ
って異なる。家庭用の直径 45cm
の超小型地球局（USAT）で受
信 155Mbps、 直径 1.2m の 小型
地球局（VSAT）では送受信と
も 155Mbps、さらに大型の直径
2.4m の VSATでは 622Mbps、企
3   第3期科学技術基本計画における通信放送衛星システムの目標蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　技術試験衛星Ⅷ型の構成
Illustlated by JAXA
図表２　超高速インターネット衛星の構成
Illustlated by JAXA
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業等での利用を想定した直径 5m
級の大型地球局では従来にない
1.2Gbps の超高速衛星通信を行う
ことができる。
　WINDSのアンテナのカバレッ
ジは日本、近隣地域、東南アジア
に配置されており、これらの地域
の主要都市をカバーする。またオ
ーストラリア・ニュージーランド・
ハワイなどの地域にはアクティブ
フェイズドアレイアンテナのビー
ムスキャンニングでカバーする。
Kaバンド通信はデータ伝送量を
大きくできるが、降雨減衰が大き
い。出力可変の高出力マルチポー
トアンプ（MPA）により、降雨
地域には出力を高めて降雨減衰の
影響が出ないように送信すること
ができる。
　これらの技術的目標を達成する
ことにより、衛星通信によるデジ
タルデバイドの解消や、地上ネッ
トワークを利用できない場所での
インターネット利用が可能になる。
　通常、商業通信衛星の中継器
のリース料金は年間数億円にもな
る。WINDSを用いた通信の利用
については、総務省が公募を行う
予定である。採択されれば、実験
目的に合わせて地球局を準備し、
高性能中継器を無料で利用できる
ようになる。日本国内だけでなく、
東南アジアや太平洋諸国からの利
用希望に対応することで、我が国
の国際貢献にも役立つものと予想
される。
３‐３
高度衛星通信技術に関する
研究開発
　総務省は、第３期科学技術
基本計画期間中に、ETS－Ⅷ、
WINDSの通信用搭載機器を利用
した衛星通信ネットワークによ
り、災害対応、デジタルデバイ
ド解消、衛星インターネット等の
ロバストな通信手段の技術を開発
し、実証を行う計画である。
　また、災害対策・危機管理のた
めの衛星基盤技術として、携帯端
末による移動体衛星通信技術だけ
でなく、同じ搭載中継機で通常時
の大容量基幹回線と災害時の多数
の小容量ユーザ回線の両方を使用
でき、状況に応じた衛星通信の使
い分けを可能にする技術の開発等
を行う。これにより、2010 年度
までに、大規模自然災害等におい
ても衛星を利用して確実に情報を
送ることができるシステムを構築
するための基盤となる技術を開発
し、国民生活の安全・安心の実現
に資することを目標としている。
図表３に高度衛星通信のイメージ
を示す。
図表３　 ETS －ⅧやWINDS で実現される新
たな衛星通信のイメージ
Illustlated by JAXA
4   光衛星間通信実験衛星（OICETS）の実験結果と今後の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国では、JAXAが光によ
る衛星間の通信という新しい技術
に挑戦し、予想以上の成功を収め
た。図表４に示すような外観の光
衛星間通信実験衛星（OICETS＝
「きらり」）は、2005 年 8月に ICS
コスモトラス社（ロシア・ウクラ
イナ）のドニエプルロケットによ
り打ち上げられ、2006 年３月ま
でに主要な試験目標を達成し、さ
らに計画以上の成果を目指して実
証実験を続けている 14）。OICETS
は世界で初めて、静止衛星と低軌
図表４　光衛星間通信実験衛星「きらり」の構成
Illustlated by JAXA
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道周回衛星間での光通信の実証に
成功した。相手の静止通信衛星は
欧州の先端型データ中継技術衛星
「ARTEMIS」である。通信距離
はおよそ 4万 km、相対移動速度
は毎秒数km、レーザ光の広がり
角は５マイクロラジアンで、双方
向通信を行うことができた。
　2006 年３月にC情報通信研究
機構（NICT）がOICETSの通信
実験の一環として行った地上との
通信では、衛星から地上への伝送
（ダウンリンク）に関しては予想以
上に誤りが少なく、大気ゆらぎの
影響低減など目標値を上回る良好
な結果が得られた。ただし、実験
の途中で雲による回線断があった。
　光を利用した通信は、現在の衛
星通信で用いられているマイクロ
波に比べて、通信速度を飛躍的に
高くすることができ、今後ギガビ
ット（Gbps）級あるいはテラビッ
ト（Tbps）級の宇宙通信ネット
ワークの実現につながる可能性が
ある。ただし、光通信の弱点は、
通信空間の途中に存在する雲や水
蒸気により甚だしく減衰すること
である。しかし、衛星間での通信
においては、大気圏の影響がほと
んど無視できるため、大容量高速
通信が可能になる。さらに、衛星
間での光通信は、アンテナの大き
さを現在より画期的に小さくする
ことができる。これは衛星運用上、
アンテナ駆動による姿勢擾乱の影
響を受けにくいという利点を持つ
ことになる。電波による通信は技
術的にほぼ確立されており、衛星
通信技術の開発は、将来的には光
通信技術の性能向上が中心になっ
てくるものと予想される。大気の
影響を受けやすい地上－宇宙間の
通信に関しては、降雨が少ない砂
漠地帯の地上局や高高度を航行す
る飛行機や成層圏プラットフォー
ム（飛行船）を結ぶ中継システム
も考えられる。
5   将来の衛星通信技術蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
2020年頃までの
通信放送衛星システム
発展の展望
　JAXAは 2003 年から 2004 年に
かけて、衛星利用促進委員会の一
環として「将来の衛星利用検討分
科会」を設置し、「新たな通信・
放送システム開発に向けて」と題
する報告書を作成した 15）。この
中でETS－Ⅷによる移動通信や
WINDSによる超高速インターネ
ット利用など 2010 年までに想定
される技術開発成果を踏まえて、
2020年までに中継機の小型軽量化
や大容量化を図り、インターネッ
トへの融合化、言い換えればイン
ターネット・プロトコル（IP）化
された共通プラットフォームによ
るネットワークが中心となる将来
像を描いている。また、衛星放送
システムに関しては、21GHz 帯
を利用する次世代放送システムへ
の移行も注目される。データ中継
については、地球観測衛星が取得
する大量のデータをデータ中継技
術衛星（DRTS＝「こだま」）が
担っている。将来的にはOICETS
図表５　 地上システムと整合した経済的な通信放送衛星システムの開発ロードマップ
出典：新たな通信・放送衛星システム開発に向けて（JAXA）
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の成果を引き継いで光通信により
衛星間通信を行うようになると予
想される。図表５は同報告書に示
された通信放送衛星システムの開
発ロードマップである。2006年８
月 25日の宇宙開発委員会におい
て、総務省宇宙通信政策課が報告
した「通信･放送・測位分野の宇
宙開発の政策的重要性と今後の取
組みについて」の中でも各技術に
ついてより詳細なロードマップが
示されている 16）。
５‐２
量子通信への移行
　図表５のロードマップでは触れ
られていないが、2030年頃には電
磁波や光波による通信から量子通
信へと置き換わり始める可能性も
ある。量子通信の技術開発はまだ
世界的にも緒に就いたばかりで、
実用化までの道はかなり遠いと思
われるが、我が国でも官民ともに
基礎研究を着実に進めている。我
が国では、第３期科学技術基本計
画における情報通信分野の重要な
研究開発課題の１つとして、「2030
年までに、情報通信の大容量化と
高秘匿性を確保する量子通信技術
を実現する」ことを研究開発目標
としている。量子通信の技術には
量子コンピュータや量子テレポー
テーションなども含まれる大規模
かつ複雑な応用システムも含まれ
るが、量子暗号通信は最も小規模
かつ初歩的な応用であると考えら
れている。量子暗号通信の特徴は、
もし伝送途中の量子信号が盗まれ
たとすると、その瞬間に量子の状
態が変わってしまって、意味のな
いデータになるとともに、通信者
の側では盗聴されたことが検出で
きる。このため、最も安全な通信
方式であるといわれている。
　量子通信は、量子もつれ合い（量
子相関）や量子重ね合わせなどの
性質を利用するものであり、従来
の電磁波や波としての光を利用す
る通信技術とは全く異なる技術で
あることが示されている。次章で
紹介するように、海外ではこの領
域の基礎実験を宇宙空間を利用し
て行おうとする動きがある。
　2003 年から 2005 年にかけて科
学技術政策研究所が実施した第
８回デルファイ調査の中では、フ
ロンティア分野の惑星探査技術領
域の課題として「現在の光通信の
100 万倍高速の大容量通信を惑星
探査衛星と行うための量子通信技
術」がとりあげられている。地上
において量子通信の技術が十分成
熟すればこのような技術が実現す
ると予想される。デルファイ法に
よるアンケートの結果、技術的実
現時期は 2018 年頃、社会的適用
時期は 2028年頃と予測された。
6   宇宙での量子通信実験を目指す各国の動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　量子通信技術は室内実験から
フィールド実験へ展開され始めて
おり、長距離の記録更新で世界的
な競争が行われている。我が国で
は 100km程度の光ファイバー経
由の量子暗号鍵通信のフィール
ド実験が行われた 17）。最も性能
のよい実験例としては、送信側
で 1,000bps、100km先の受信側で
10bpsという結果が得られている。
光ファイバー経由では途中の損失
が大きく、100kmの通信でビット
レートが 100 分の１程度になり、
中継なしで通信可能な距離を伸ば
すことは非常に困難である。我が
国では当面 100km 先で 100kbps
を目標としている。
　量子通信の別の方法として、光
の直進性を利用する空間伝搬方式
がある。地上で空間伝搬させる場
合、地球が球形であることや、空
気層による減衰・屈折などがあり、
目標地点（受信側）への到達は最
も困難な課題となっている。そこ
で、有力な方法として考えられて
いるのが、いったん宇宙を経由す
る衛星通信方式である。米欧や中
国では衛星－地上間の量子通信を
目指す研究が行われている。
盧米国の地上での空間伝搬実験
　米国では、ロスアラモスの研
究グループが空間伝播（光ファイ
バーを用いない方式）で 10kmの
量子通信に成功した。これは数百
kmに及ぶ衛星－地上間と「光学
的深さ」（optical depth）が等価で
あり、宇宙空間を利用した高速量
子通信につながる顕著な成果であ
るといわれている 18）｡
盪国際宇宙ステーションを利用する
　欧州の量子通信実験計画
　欧州では地上での空間伝搬によ
り量子暗号鍵通信の長距離フィー
ルド実験を行っている。ウイーン
大学（オーストリア）のザイリン
ガー（Zeilinger）教授らのグルー
プは、欧州宇宙機関（ESA）の光
地上ステーション（OGS）を用い
て、144km隔てたラ･パルマ島と
テネリフェ島（いずれもスペイン・
カナリア諸島）の間で量子もつれ
状態（エンタングルメント）の空
間伝搬実験を行った 19）。同グルー
プはさらに、地上での実験成果を
より長距離で実証するべく、宇宙
空間を利用した「SPACEQUEST」
という量子暗号鍵配信ミッション
を計画している。これは、国際宇
宙ステーションに送信機を搭載
し、宇宙ステーションと地上間
の 1,600km以上の距離で量子通信
の実験を行おうとするもの 20）で、
欧州宇宙機関（ESA）に提案されて
高い評価を得た。遅くとも2011年
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
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頃にはスイス・コントラバス社の
光ターミナル２個を含む搭載装置
が打ち上げられる見込みである。
蘯有人宇宙船を利用する
　中国の量子通信実験計画
　中国では、2005年に中国科学技
術大学の潘建偉教授が空間伝搬方
式で世界最長となる 13kmの距離
で量子もつれ合い暗号通信に成功
した 21）。これに続いて、2008 年
打上げ予定の有人宇宙船「神舟７
号」に量子通信の実験装置を搭載
し、数百 kmの距離での量子通
信実験を行うことが計画されて
いる。中国は、米欧に先んじて
有人宇宙船を用いた長距離通信
を独力で実現する可能性があり、
注目される。中国が目指す量子通
信の主要な用途は、現在の衛星通
信と同様に地上の２地点間の通信
を衛星経由で行うことである。マ
イクロ波通信を量子通信に置き換
えることで大容量で秘匿性の高い
通信を実現することを目指してい
ると考えられる。
盻我が国の宇宙量子通信の萌芽
　我が国ではNICTが宇宙量子通
信の研究を行っている。NICTは
OICETSと地上間での光通信実験
により宇宙空間での光通信技術の
研究を行うとともに、量子通信の
基礎研究も行っている。今後の研
究の方向性として、我が国が得意
とする宇宙ロボット技術と、萌芽
期にある量子通信技術を組み合わ
せて、テラビット級の大容量・地
球規模の長距離の量子通信のフィ
ールド実験を宇宙空間と地上の間
で行う方式が考えられる。独自の
有人宇宙船を持たない我が国とし
て、OICETSのような通信実験衛
星でより長距離での宇宙量子通信
を実証できれば、この分野で世界
をリードできる可能性が高いと考
える。今後、量子通信技術の進展
に伴って、萌芽期にある宇宙量子
通信にも関心が高まるものと予想
される。
7   まとめ　̶通信放送衛星システムの利用と技術開発のあるべき姿̶蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　既に技術が成熟したとも思わ
れる衛星通信技術であるが、第
３期科学技術基本計画の中で
ETS－ⅧとWINDSがもたらす新
しい通信技術により、従来の商業
的な衛星通信から一歩踏み出した
新たな利用技術が生み出されるこ
とが期待される。そのような技術
を日常生活での応用に定着させる
ことが重要である。そのためにイ
ンフラ整備や利用者の取扱い能力
の向上など今から準備すべきこと
を以下に提言する。
盧災害･緊急時における衛星通信
　の利用
　最近頻発している大災害におい
て、通信網に関しては大きな問題
を生じていないため、地上の通信
網の脆弱性に関して楽観視されて
いるように思われる。通信インフ
ラの破壊を伴う大災害は天災･人
災を問わずいつ起こっても不思議
ではない。また、通信路が破壊さ
れていなくても通信の輻輳によっ
て回線が接続されにくくなるとい
う状況はしばしば見られる。宇宙
インフラはそのような地上インフ
ラの弱点である災害時の通信途絶
や通信トラフィックの輻輳などの
脆弱性を補うものである。従って、
「災害･危機管理に関する情報を国
民に即時に周知できる衛星」を我
が国の重要なインフラとして整備
すべきである。当然のことでは
あるが、災害発生時にどのような
情報をどのように伝達するかとい
う、ソフト面の検討や実作業の確
実性を重視する必要がある。衛星
通信を中核とする全国瞬時警報シ
ステム（J－Alert）の効果が充分
に発揮できるように、伝達ルート
の整備や非常用電源の操作等、訓
練や演習を行うことが望ましい。
自治体職員だけでなく、各地域の
シニア技術者が参加するような取
組みも考えられる。
盪利便性を向上させる定常的な
　通信放送衛星システム
　より利便性の高い移動体通信や
ユビキタスなインターネット接続
環境などを実現する上で、試験的
に行われる ETS －ⅧやWINDS
の通信機能を継続的に利用でき
るようにする必要がある。定常的
な衛星システムは米国のスーパー
301 条により国際調達を行うこと
になるが、我が国の技術開発を推
進する上で、このことは必ずしも
障壁ではない。我が国の国益や安
全保障のために必要な衛星につい
て、我が国が独自に研究開発した
世界最高水準の機能を含む仕様
を広く世界に提示して国際調達
を行えば、我が国が開発した機
器を搭載した衛星が選定される
可能性は非常に高い。そのよう
な状況に誘導するためには、継続
的に技術開発・製造・運用体制を
整えるべきである。
蘯衛星通信技術を土台とした
　将来技術の研究促進
　第３期科学技術基本計画にお
ける通信放送衛星システムの目標
を実現した後、我が国はこの領域
でどのような方向に技術開発を進
めるべきかも考えておく必要があ
る。電磁波による通信の大容量化・
高精度化・インターネットへの融
合などの改良技術だけでなく、例
えば量子通信技術の研究の場とし
て宇宙を利用することが考えられ
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
38 Science & Technology Trends   October  2006 39
通信放送衛星システムの利用動向
る。量子通信技術は社会に適用す
るまでには新しいフォトニック素
子や通信方式の開発など多くの研
究を行う必要があり、我が国が培
ってきた衛星通信技術を土台とし
て、数千kmから数万 kmの長距
離を空間伝搬させる宇宙量子通信
の研究を促進することも一つの方
向性であると考える。
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執　筆　者
APAA：Active Phased Array Antenna　「アクティブフェイズドアレイアンテナ」
ARTEMIS：Advanced Relay and TEchnology MISsion　「先端型データ中継技術衛星（欧）」
DRTS：Data Relay Technology Satellite　「データ中継技術衛星（JAXA）」
ETS：Engineering Test Satellite　「技術試験衛星（JAXA）」
LDREX：Large Deployable Reflector Small-sized Partial Model　「大型展開アンテナ　小型・部分モデル（ETS－Ⅷ）」
LUCE：Laser Utilizing Communications Equipment　「光衛星間通信機器（OICETS）」
MPA：Multi-Port Amplifier　「マルチポートアンプ（WINDS）」
OGS：Optical Ground Station　「光地上ステーション（欧）」
OICETS：Optical Inter-orbit Communications Engineering Test Satellite　「光衛星間通信実験試験衛星（JAXA）」
SNG：Satellite News Gathering　「衛星経由のニュース収集」
USAT：Ultra Small Aperture Terminal　「超小型地球局」
USTR：United States Trade Representative 「米国通商代表部」
VSAT：Very Small Aperture Terminal　「小型地球局」
WINDS： Wideband InterNetworking engineering test and Demonstration Satellite　「超高速インターネット衛星（JAXA）」
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